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旭市液状化対策検討委員会について 

 
1.趣旨 

東日本大震災により液状化被害を受けた地区における被害状況の調査分析及び旭市液

状化対策事業計画の策定にあたり、その安全性、経済性等の妥当性について地盤の液状化

に関する専門家等の意見を反映させるため、旭市液状化対策検討委員会を設置する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.委員名簿 

 資料-１参照 
 

3.主な検討事項 

・ 液状化被害のあった地域の概況の整理 
・ 液状化の検証 
・ 再液状化の診断 
・ 要対策地区の設定 
・ 液状化対策のための工法検討 
・ 液状化対策事業計画（案）の作成 
 
 

資料-２ 

液状化対策検討

委員会 

【 液状化対策事業計画（案）検討内容 】 
・ 液状化被害のあった地域の概況の整理 
・ 液状化の検証 
・ 再液状化の診断 
・ 要対策地区の設定 
・ 液状化対策のための工法検討 
・ 液状化対策事業計画（案）の作成 

住民説明 

審議 

周知 

意見収集 
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市街地液状化対策事業 

1. 事業概要 
東日本大震災による地盤の液状化により著しい被害を受けた地域において、再度災害の

発生を抑制するため、道路・下水道等の公共施設と隣接宅地等との一体的な液状化対策を

推進する。 

2. 補助対象 
① 液状化対策事業計画※の案の作成（付随する調査含む）及びコーディネートに要する

費用に対する支援 
② 液状化対策事業計画に基づき実施される以下の補助要件を満たす事業（設計費・工

事費）及び付随する調査に要する費用に対する支援 

3. 補助要件 
① 液状化対策事業計画※の区域内で行うもの 
② 液状化対策事業計画の区域の面積が３，０００ｍ２以上でありかつ、区域内の家屋が

１０戸以上であるもの 
③ 液状化対策事業計画の区域内の宅地について所有権を有する全ての者及び借地権を

有する全ての者のそれぞれ３分の２以上の同意が得られているもの 
④ 公共施設と宅地との一体的な液状化対策が行われていると認められるもの 
 
※液状化対策事業計画の策定に当たっては、第三者の意見を求める機関として学識経験

者から構成される委員会を設置し、当該計画に対して意見を聴くものとする。 
 

4. 液状化対策事業概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料-3 

：公共施設 ⇒地方公共団体負担 

：宅地   ⇒宅地所有者負担 

：液状化対策実施範囲 
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旭市液状化対策事業計画検討概要 

1. 検討目的 
旭市では、東日本大震災により地盤に著しい液状化被害を受けた地域について、道路・

水道等の公共施設と宅地の一体的な再液状化防止対策を推進することにより公共施設の被

害を抑制することを目的とし、液状化対策の検討をおこなう。 
本委員会では、液状化被害を受けた住民の意向調査、被害状況の整理、地盤調査箇所及

び手法の検討、調査結果を用いた解析、対策工法の検討、液状化対策事業計画(案)の作成

を行う。 
なお、本委員会で審議した内容は、市民説明会において住民へ周知し、併せて住民の意

見も取り入れることとする。 
 

2. 検討箇所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 検討箇所位置図 
 
 

資料－４ 

海上
うなかみ

地区 

飯岡
いいおか

地区 

旭
あさひ

地区

干潟
ひ が た

地区 

4-1



3. 検討フロー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 検討フロー 

 
 

①全体計画の策定

②概況の整理

　・液状化被害のあった宅地の地理的
　　状況,被災状況の概要整理
　・既存資料（造成履歴,被災状況,
　　地震波の特徴,沈下・傾斜等）の整理
　・被災状況等の聞き取り調査

地質調査

③液状化の検証

　・収集資料による解析地盤モデル作成
　・簡便法、地震応答解析での再現解析
　・解析結果による地盤モデルの検証
　・震災前地盤での液状化層の特定

④再液状化診断
　・再液状化診断の為の追加調査計画
　・再液状化診断の実施
　・再液状化層、再液状化予想範囲の
　　特定

⑤要対策地区の設定

⑥液状化対策のための工法検討

　・要対策地区での対策工法を検討する
　・公共側、民地側での費用負担の算出
　　液状化対策事業の可能性検討

⑧報告書作成・とりまとめ

⑦液状化対策事業計画(案)作成

　・再液状化診断結果から,液状化対策
　　概略設計のための要対策区域を
　　選定する
　・要対策地区に必要な調査,解析の
　　実施
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4. 検討工程 
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